
英国及びＥＵへの日本からのメッセージ 

＜要約＞ 

●基本的価値を共有する英国及びＥＵとは，政治，経済，安全

保障等，様々な分野で強固な協力関係にある。引き続き，国際

の平和，安定，繁栄のための緊密な協力・連携を期待。 

●開かれた欧州の維持は，アジアを含めた世界の関心事項。英

国及びＥＵと引き続き自由貿易体制の旗振り役を共に担い続け

たい。日ＥＵ・ＥＰＡの年内大筋合意実現は力強いメッセージ

となる。 

●経済面での懸念は不確実性。暫定期間の設定を含めた交渉の

段取りや制度変更時の移行・周知期間を含め，円滑・透明なプ

ロセスを通じた離脱交渉により，交渉当事者のみならず，全て

の利害関係者が決着後の姿を具体的に見通せるような予見可能

性の確保を希望。 

●欧州進出日系企業のかなりの部分が英国に集中。日系企業か

らは，関税や通関手続等の負担が無い物品貿易や自由な投資，

欧州で一体的かつ円滑にサービス・金融取引を展開できる環境

の維持，必要な技能を持つ労働者へのアクセス，英・ＥＵ間の

規制・基準の調和等，様々な要望が寄せられている。 

●日本政府としても，英国及びＥＵが，こうした要望に最大限

耳を傾けてきめ細やかに対応し，現在のビジネス環境を維持し，

又は，急激な変化を緩和することで，企業関係者にとって，引

き続き魅力ある地であり続けることを期待。 

●離脱プロセスが世界経済に大きな混乱をもたらすことなく円

滑に進むよう，英国及びＥＵと協力する意思がある。 
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英国のＥＵ離脱は，欧州統合の今後のみならず国際社会に大きな影響をもたらす事象であり，

離脱へ向けた両者間の交渉にアジアを含めた世界が注目している。このことは，英国とＥＵが，

今後も自由で開かれた市場経済システムの拡大・推進に向けて主要な役割を果たし続けることへ

の期待の表れである。 

 

日本は，国民投票で示された英国民の意思を尊重するとともに，今後英国政府の動向を注視し

ている。また，ＥＵ側がこれまで国民投票の結果に迅速かつ冷静に対応していることに敬意を表

する。交渉の過程では様々な困難が予想されるが，英国とＥＵが困難を乗り越えて，新たな欧州

を構築するための礎を築かれるものと確信している。 

 

国際秩序への挑戦が見られる今日の国際社会において，日本としては，結束した強い欧州の存

在は不可欠であり，アジアを含む国際社会でのルールに基づく国際秩序の維持のために，このよ

うな欧州と一層連携していきたいと考えている。日本は，基本的価値を共有し，グローバルな視

野から国際社会に関与・貢献をする英国及びＥＵとは，政治，経済，安全保障等，様々な分野で

強固な協力関係にあり，引き続き，国際の平和，安定，繁栄のために緊密に協力・連携していき

たい。 

 

日本は，英国及びＥＵが今後も日本と共に自由貿易体制の旗振り役を担い続けるものと確信し

ており，この機会に，英国及びＥＵから世界に向けその旨を明確に発信すべきと考える。かかる

観点から，現在交渉中の日ＥＵ・ＥＰＡ交渉を本年のできる限り早期に大筋合意に導くことは，

世界に対する力強いメッセージとなる。特に，英国には，離脱が正式に成立するまでは責任ある

立場で交渉に完全に参加し，約束した内容については真摯に対応することを切に望む。 

 

経済面で懸念が強いのは，言うまでもなく不確実性である。不確実性は不安感を呼び，市場の

急激な変動を引き起こし，貿易・投資や信用を収縮させる。交渉の行く末が見通せず，ぎりぎり

になって全容が明らかになるのは，進出している企業にとって望ましくない事態である。ＥＵ離

脱にかかるプロセスの予測可能性を高め，結果から「サプライズ」を排除し，不確実性のリスク

を抑えることが，欧州に対する世界の信認を回復し，英国とＥＵの競争力を揺るぎないものとす

るため不可欠である。かかる観点から，英・ＥＵ関係に空白や停滞が生じないように，英・ＥＵ

が共同して，必要に応じ英・ＥＵ間の暫定取決めを適用する延長可能な暫定期間の設定を含め離

脱に向けた継ぎ目の無いプロセスを構築し，既に英国・ＥＵ域内に投資を行っている企業への悪

影響を排除する措置を早期に明らかにするなど，その全貌を可能な限り早期に世界に向けて示す

ことを強く望む。 

 

欧州には数多くの日系企業が進出しており，欧州全体で４４万人の雇用を生み出しているが，

その中のかなりの部分が英国に集中している。我が国からＥＵ向け直接投資のうち，英国向けは

２０１５年実績で半分近くを占めており，昨年末時点の残高でもＥＵ域内で１，２を争う額であ

る。これらの企業は欧州単一市場の恩恵を受けつつ，欧州経済の発展に貢献している。英国を含

む欧州は，日本だけでなくアジア諸国にとっても主要な貿易・投資相手先であり，英国を含めた
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欧州の自由な市場に引き続きアクセスできることはアジア諸国全体の関心事項でもある。英国及

びＥＵが，市場の一体性をできる限り保ち，これら企業にとって引き続き自由な貿易・投資や円

滑な金融取引を可能とする環境が保障された魅力ある地であり続けることが重要である。特に，

多くの企業が，時には政府による誘致に応じる形で英国を欧州のゲートウェイとして積極的な投

資を行い，ＥＵ全域にわたるバリューチェーンを構築してきた経緯に鑑み，英国に対して，こう

した事実を真摯に受け止め，企業に対する悪影響を最小化するよう，責任ある対応を強くお願い

したい。 

 

具体的には，日系企業からは，これまでに，英ＥＵ間の離脱交渉の動向の明確化，制度変更時

の十分な移行・周知期間の設定，英・ＥＵ間の市場の一体性の確保，自由貿易体制の維持のほか，

英ＥＵ間の交渉の帰結に関わりなく，これまでと同様に自由に経済活動ができるよう，英国・Ｅ

Ｕに対し以下のような要望（詳細別添）が寄せられている。 

 

【英国及びＥＵ双方への要望事項】 

・ 現行の関税率や通関手続等の維持 

・ 原産地規則の累積規定の導入 

・ 英国籍・欧州大陸籍の労働者へのアクセスの維持 

・ 金融単一免許制度を含む金融サービスの提供及び設立・開業に関する自由の維持 

・ 国境を越えた投資・サービスやグループ企業間を含む資金移動の自由の維持 

・ 情報保護の水準とデータ移転の自由の維持 

・ 統一的な知財の保護 

・ 英・ＥＵ間の規制・基準の維持（既に確立している相互承認や同等性の枠組みの維持を含

む。） 

・ ユーロ決済センターの機能，欧州医薬品庁等の英国内ＥＵ機関の立地等の利便性確保 

・ＥＵ研究開発予算へのアクセス，日ＥＵ共同研究開発への英国の関与 

 

【英国のみに対する追加的要望事項】 

・ 関税や税関手続等の負担の無い物品貿易の自由 

・ 必要な技能を持つ労働者へのアクセスの維持 

・ 外資参入に係る基本政策の維持 

・ 投資促進策の実施 

・ 独自のデータ保護法制を制定する際の情報保護の水準とデータ移転の自由の維持 

・ 英国の独自規制・基準のＥＵの規制・基準との整合性の確保 

・ 英国研究開発予算へのアクセス 

 

【ＥＵのみに対する追加的要望事項】 

・ 単一免許制度に係る経過措置等の導入 

 

離脱交渉を進めるに当たっては，英国はこれまで日本企業が英国に進出してきた経緯をしっか

りと踏まえ，ＥＵは英国のみでは対応が困難な事項があることを深く認識しつつ，ともにこのよ

うな日系企業の声に最大限耳を傾け，双方が協力して必要な対応を講じることができるよう最大

限の努力をしていただきたい。 
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また，中小企業を含む一部の企業においては，英国のＥＵ離脱がもたらすビジネス環境の急激

な変化をもたらす場合十分対応できず，また，外に向かって自らの要望を発信することも困難な

状況にある。企業ごと欧州進出の経緯や事業展開状況は異なることに鑑み，できる限りきめの細

かい対応が必要となる。このため，個別の企業が英国及びＥＵに対し直接要望を伝達できるよう

な対話の枠組みを含め，我が国と英国及びＥＵ間で適切な意見交換の場を更に充実させていただ

きたい。 

 

日英及び日ＥＵがこれまでに築いてきた緊密な関係を維持する観点から，日本としては，欧州

における現在のビジネス環境がなるべく維持されることが望ましいと考える。特に，日英及び日

ＥＵ間の既存の国際約束に基づく法的な枠組みは可能な限り維持していただきたい。また，離脱

交渉の結果，万が一，残念ながら現状を変えざるを得ない事態になった場合にも，これらの企業

に与える影響を極力軽減する観点から，十分な移行・周知期間を確保しつつ，適切な激変緩和措

置をとっていただきたい。 

 

日本は，今回の英国のＥＵ離脱プロセスが英国・ＥＵだけでなく，世界経済にとっても大きな

混乱をもたらすことなく円滑に進むことを切実に望んでおり，このメッセージがその一助となる

ことを望む。日本政府は，英国及びＥＵの魅力を長期的に一層高めることに貢献することを目的

として，これらの要望に基づき協力する意思がある。               

（了） 
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英国及びＥＵ双方への要望事項 

英・ＥＵ間の交渉の帰結に関わりなく英国及びＥＵの双方に対して

実現を求める事項（点線枠内は企業からの声）。 

 

１．総論的事項 

 英・ＥＵ間の離脱交渉の動向の明確化 

 離脱交渉の先行きの不透明さが為替や株価等の金融為替市場や企業活動に影

響を及ぼすことから，英国とＥＵの交渉状況・見通しに係る時宜を得た定期的な

情報の提供を要望。 
 

 制度変更時の十分な移行・周知期間の設定 

 離脱による制度の変更に当たっては，十分な移行・周知期間を含む激変緩和措

置を要望。 

 

 英・ＥＵ間の市場の一体性の確保 

 英国・ＥＵ間の市場の一体性ができる限り保たれることを要望。 

 

 自由貿易体制の維持 

 日ＥＵ・ＥＰＡ交渉の本年のできる限り早期の大筋合意 
 自由貿易の推進は活発な企業活動及び良好な政府間関係の維持に極めて重

要。離脱がグローバル経済における自由貿易環境を損なうことにつながらないこ

とを要望。 

 離脱に伴う日ＥＵ・ＥＰＡ交渉の遅延を懸念。日ＥＵ・ＥＰＡ交渉の本年のできる限

り早期の大筋合意を目指すことを要望。 

 

２．個別的事項 

 現行の関税率や通関手続等の維持 

 英・ＥＵ間の貿易の無関税の維持 

 新興国から英国及びＥＵへの輸入に対する特恵関税（０％）の維

持 
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 ＡＥＯ（認定事業者）に関する相互承認の枠組みの維持 

 動植物や食品等の検疫制度の維持 

 その他，英・ＥＵ間貿易の通関手続の追加的な負担の抑制 
（英・ＥＵ間の関税の賦課を懸念） 

 英・ＥＵ間の貿易はこれまでどおりの無税であることを要望。新たな関税賦課は，

企業の収益を圧迫し，販売価格や国際競争力にも影響を及ぼす。 

 英・ＥＵ間には緊密なバリュー・チェーンが存在。関税賦課により，特に，ＥＵから

部品を輸入し，完成品をＥＵに輸出する製造業（自動車等）は，部品と完成品の

両方に関税が課されることとなり，影響大。 

（通関手続等の複雑化・煩雑化を懸念） 

 現状，英・ＥＵ間は非常に簡素化された通関手続を採用しており，ＡＥＯ（認定事

業者）に関する相互承認の枠組みの維持や動植物や食品等の検疫制度の維持

も要望。英国への輸出に伴う税関手続の変更や利便性の低い原産地規則の採

用により通関手続が複雑化・煩雑化した場合，物流の遅延やコスト高をもたらし

企業の事業活動に大きな影響を及ぼすおそれ。 

 

 原産地規則の累積規定の導入 

 自動車などの製品は英・ＥＵ間で素材や部品の生産工程の分業化が進展。英国

がＥＵを離脱すると原産地規則を満たせなくなり，ＥＵ進出日系企業は，ＥＵが締

結しているＦＴＡを活用できなくなるおそれがある。そのため，ＥＵ離脱後の英国

も，付加価値・工程の足し上げが可能となる原産地規則の累積規定の対象国と

することを要望。 

 

 英国籍・欧州籍の労働者へのアクセスの維持（とりわけ，企業で現に

働き，またこれから働く人々の地位が守られること） 
 英国籍・大陸欧州籍の労働者が，英国・大陸欧州間を相互に行き来することがで

きなくなれば，欧州全域の労働市場に大きな混乱をもたらす。 

 

 金融単一免許制度を含む金融サービスの提供及び設立・開業に関

する自由の維持 

 ＥＵ単一免許制度は，ＥＵ域内における金融活動（割賦販売を含む。）の重要な

前提条件の一つであり，単一免許制度の適用継続を強く要望。英国で取得した

ＥＵ単一免許が維持できなくなれば，ＥＵ域内での営業が困難となり，ＥＵ内に新

たな現地法人を設立し，免許等を再取得，又は，既存のＥＵ内の法人に英国法

人の機能を移管する等の対応が必要。 
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 いずれも，企業の経営戦略に大きな影響を与え，対応には相当の時間がかかる

ことから，単一免許制度が適用継続されない場合，欧州において一体的に金融

サービスを展開できる環境確保のために十分な代替措置や関連制度変更等の

内容の早期明確化と，一定期間の猶予・準備期間及び激変緩和措置を要望。 

 今後，英国とＥＵの金融規制が乖離し，一体的に金融サービスを展開できる環境

が失われれば，世界の主要金融市場たる英・ＥＵ地域全体の優位性自体が揺ら

ぐおそれ。こうした観点から，英・ＥＵの中長期的な金融規制が引き続き収れんし

ていくことを要望。 

 

 国境を越えた投資・サービスやグループ企業間を含む資金移動の自

由の維持 

 配当課税などグループ企業間の資金移転に係る非課税の維持 

 離脱前に認められていたライセンスの維持 
 投資・サービスの自由の維持を要望。物品貿易の自由と並びビジネスの根幹。

離脱により，英国から大陸欧州（又はその逆）への投資やサービス提供に制約

が生ずることは企業活動に大きな影響をもたらす。 

 英国を含め欧州に関連企業を展開する日系企業にとって，クロスボーダーで活

動するグループ企業間のサービス（経理・人事等のシェアードサービス）の移転

の自由のほか，資金移動や組織再編が自由に行われることに大きな関心。例え

ば，離脱により，英国においてグループ企業間における配当・利子・ロイヤルティ

支払いに関する源泉税免除が適用されなくなることやクロスボーダー組織再編に

一定の制約（これまで認められた非課税措置が適用されなくなる等）が生ずる。 

 離脱前に認められていたライセンス（風力発電所建設用船舶の操業ライセンスな

ど）を始めとする企業の権利が離脱後も失効せず維持できることを要望。また，

離脱後も，英国で取得したライセンスに基づき企業がＥＵでも操業できることを要

望。 

 

 情報保護の水準とデータ移転の自由の維持 

（個人情報の越境移転の制約への懸念） 

 ＥＵのデータ保護法制から英国が外れることにより，英国と大陸欧州の間の個人

情報の移転が困難になるおそれがあり，情報保護の水準とデータ移転の自由の

維持を要望。英国に拠点を置くデータセンタービジネスを行うＩＣＴ企業が，ＥＵの

個人情報を扱うクラウド事業者などのデータセンターユーザーの需要を失い，営

業上の影響を受けるほか，英国と大陸欧州の親子会社間の情報移転にも影響。 

 日・英・ＥＵ三者間でデータ移転の円滑化に関する緊密な連携を要望。 
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 統一的な知財の保護 

 欧州共同体意匠・商標等の英国での保護 
（既にＥＵで登録済みの知的財産の扱いへの懸念） 

 離脱により，既に登録済みの欧州共同体意匠，欧州連合商標等の知的財産の

権利及び効力に影響が出るとなると大きな混乱が生じる。権利者に不利益が生

じないよう，離脱後も引き続き英国及びＥＵにおいて統一的に保護されることを要

望。 

 

 英・ＥＵ間の規制・基準の維持（既に確立している相互承認や同等性

の枠組みの維持を含む。） 

 ＥＵで現在適用されているＥＮ規格，ＣＥマーク，ＲＥＡＣＨ，ＲｏＨＳ

やＧＭＰ（優良製造所基準），動植物検疫や食品安全の分野等の

規制・基準の英国における継続的適用（又は同等の規制・基準の

採用） 

 第三者認証機関の相互承認の担保 
 化学物質，医薬品・医療機器，無線機器・通信端末機器及び自動車を始めとす

る各分野における規制や基準認証は，これまでＥＵ全体として統一的な制度で運

用されており，それらの維持又はそれらと同等の枠組みを持つ制度の構築を要

望。離脱により，英国がＥＵとは別の規制や認証を設けた場合，欧州進出日系企

業は，二重の対応が必要となり，無用な混乱，開発・生産コストや事務負担の増

大。 

 具体的には，日系企業は，ＥＮ規格（欧州統一規格），ＣＥ（基準適合）マーク，Ｒｏ

ＨＳ（有害物質使用制限）指令，ＲＥＡＣＨ（化学物質規制）規則，ＧＭＰ（優良製造

所基準）相互承認等が離脱によりどのような影響を受けるのかにつき強い関心。 

 例えば，ＣＥマークについては，ＥＵ域内で販売される商品には，第三者認証機

関から認証を受けた場合等に表示が義務付けられているが，離脱後，第三者認

証機関による認証の相互承認が担保されない場合に別途認証を求められること

を懸念。 

 また，ＲｏＨＳ指令やＲＥＡＣＨ規則については，ＥＵ加盟国工場製品で認められて

いる検査や登録に係る免除が英国工場製品に対して認められなくなることを懸

念。 

 動植物検疫や食品安全の分野でも，英国がＥＵ統一規則・基準とは異なる規則・

基準を採用する場合，農林水産物・食品の日本から英国への輸出及び英ＥＵ間

の農産物等の取引において支障を来すおそれ。日ＥＵ間には日ＥＵ相互承認協

定が存在するが，例えば，対象となっている無線機器や通信端末機器につい
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て，離脱により英国の適合性評価機関による認証が認められないなどの問題が

発生。 

 

 ユーロ決済センターの機能，欧州医薬品庁等の英国内ＥＵ機関の立

地等の利便性確保 
（ユーロ決済センター機能の移転にかかる懸念） 

 現在，ロンドンは欧州最大のユーロ決済センターとして機能しているが，離脱に

よりユーロ決済業務をユーロ圏内に限定することは，欧州全体の金融センターと

しての効率性を低下させるのみならず，本邦を含む金融機関の利便性にも大き

な影響をもたらす。こうした立地の自由については，現在の枠組みの維持を要

望。 

（欧州医薬品庁等の英国内ＥＵ機関の移転にかかる懸念） 

 英国内ＥＵ機関の移転を懸念。特に，医薬品関係の日系企業の多くは，欧州医

薬品庁（ＥＭＡ）がロンドンに存在していることからロンドンに進出。同庁が他のＥ

Ｕ加盟国に移転すれば，医薬品開発環境に関するロンドンの魅力が失われ，研

究開発資金や人材の流れが大陸欧州に向かう可能性があり，日系企業は事業

活動の再検討を余儀なくされる。立地や英・ＥＵ間の認証制度の維持を要望。 

 

 ＥＵ研究開発予算へのアクセス，日ＥＵ共同研究開発への英国の関

与 
 在英日系企業はＥＵが行う様々な研究開発に参画し，補助金を得ている。離脱

後も引き続き研究開発に参画できることを要望。 

 日ＥＵ間の共同研究開発においても，これまで複数の英国関係者が関与してき

た。今後も引き続き英国関係者が関与できるような枠組みの構築を要望。 

（了）
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英国への追加的要望事項 

英国のＥＵ離脱後にとられる英国独自の政策・措置において，英国の

みに対して実現を求める事項（点線枠内は企業からの声）。 

 

 関税や税関手続等の負担の無い物品貿易の自由 

 英国における輸入関税の現行水準の維持及び通関手続の負担

抑制 
（英国独自関税の水準を懸念） 

 ＥＵ共通関税から外れた英国がＥＵ域外国に適用する関税水準を可能な限り低く

設定することを要望。 

 日系企業の中にはＥＵと第三国のＦＴＡやＧＳＰ制度を利用して英国に輸入するケ

ースも。離脱により，これらの枠組みを利用できなくなることも懸念。 

（通関手続等の複雑化・煩雑化を懸念） 

 離脱後も英国が貿易円滑化のために我が国とのＡＥＯ（認定事業者）に関する相

互承認の枠組みや水際取締り等のための情報交換枠組みを維持することを要

望。 

 

 必要な技能を持つ労働者へのアクセス 

 銀行等の高度技能人材の受入れを可能にする移民制度の維持 

 発電所建設等に従事する労働者の受入れを可能にする移民制

度の維持 

 外国人労働者に対する査証手続上の配慮 
 最低限現行の移民制度の維持を要望。離脱により，日本人を含む外国人が英国

で働く際の査証取得要件が更に厳格化し，英国での日系企業の操業に影響が

生じかねないことを懸念。ＥＵ外からの熟練労働者の流入はむしろ緩和されるべ

きであり，特に企業内転勤については，英国での事業における人材の安定的な

配置のため，査証の取得や延長の要件を緩和すべきである。 

 在英日系企業の現地採用従業員の一定数は大陸欧州籍。欧州全域から高度技

能人材等の優秀な人材を確保することは，企業の円滑な活動のために不可欠。 

離脱により，大陸欧州籍の労働者に新たに英国就労ビザを用意するとなると事

務負担は膨大。 

 また，単純労働者に関しても，英国の製造業，農業等では東欧の安価な労働力

に依存している面もあり，これら労働力確保が困難となれば，労働力不足や労働

コストの上昇を通じて，商品コストの上昇につながりかねない。 
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 外資参入に係る基本政策の維持 

 英国が原発建設，上下水道，ゴミ焼却・発電事業等の分野につき，引き続き参入

障壁を設けることなく外資開放に係る基本政策を維持することを要望。特に，エ

ネルギー政策については，英国が政策の方向性を転換した場合には，日系企業

の投資計画に影響を及ぼす可能性あり。 

 

 投資促進策の実施 

 英国がより魅力的な市場になるよう規制緩和などの更なる投資促進策を要望。 

 欧州に展開する日系企業の一部は，英国を拠点にしつつ，他の欧州諸国の関連

企業を統括。英国が投資先としてより魅力的な市場になるよう規制緩和などの投

資促進策を期待。他方，離脱により英国にＥＵ法が適用されなくなれば，英国に

本社機能を有する企業は，本社機能を大陸欧州に移転する可能性あり。 

 

 独自のデータ保護法制を制定する際の情報保護の水準とデータ移転

の自由の維持 
（個人情報の越境移転の制約への懸念） 

 ＥＵのデータ保護法制から外れた英国が定める独自のデータ保護法制により情

報の自由な移転が阻害されることを懸念。 

 

 英国の独自規制・基準のＥＵの規制・基準との整合性の確保 

 離脱後，ＥＮ規格（欧州統一規格）等とは別に，英国のみに適用される規制・基準

に基づき認証等を受けることに伴う事務負担が生じないことを要望。 

 英国がＥＵの薬事規制とは独自の枠組みを設けることにより，英国が薬事規制

の国際的調和に向けた取組，ＧＭＰ（優良製造所基準）相互承認や欧州医薬品

庁における承認制度の枠組みから外れることになり，英国における薬事承認プ

ロセスの煩雑化・長期化及び事務負担の増大を懸念する声あり。 

 

 英国研究開発予算へのアクセス 

 離脱後に英国がＥＵからの補助金を得られなくなる場合，英国からの補助金など

代替的な研究開発支援策の実施を要望。 

（了）
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ＥＵへの追加的要望事項 

英国のＥＵ離脱後にとられるＥＵ独自の政策・措置において，ＥＵのみ

に対して実現を求める事項（点線枠内は企業からの声）。 
 

 単一免許制度に係る経過措置等の導入 

 日系企業が，単一免許制度に基づき，英国拠点を通してＥＵ域内に設立した拠

点についてのグランドファザリング（経過措置）を要望。仮にＥＵ域内に新たな法

人設立等が必要となった場合は，当局許認可の手続・期間に係る正確な情報提

供，負担軽減措置等が確保されることが重要。 

（了） 


